
 

 

自立支援型地域ケア会議 

開催マニュアル 
 

 

戸田市 健康福祉部 健康長寿課 

 

 

 

 

 

28576
フリーテキスト
　新



はじめに 

 

団塊の世代が７５歳以上になる 2025 年を目途に、高齢者が重度な要介護状態にな

っても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよ

う、各地域で、「医療」「介護」「介護予防」「住まい」「生活支援」が包括的に確保され

る地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みを推進しています。 

 

特に「介護予防」は、要介護状態の軽減や悪化の防止だけでなく、「高齢者本人の自

己実現」、「高齢者が生きがいを持ち、自分らしい生活をおくる」ことが重要です。 

 

平成 30 年に改正された介護保険法において、「地域包括ケアシステムの深化・推

進」の一環として「自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進」

の仕組みが制度化されました。 

 

そこで高齢者の自立支援や QOL の向上に向けたケアマネジメントやケアの充実の

必要性を認識し、本市では、従来の援助困難ケースの検討や情報共有に加え、「自立支

援」のための地域ケア会議を実施するため、関係機関と協議を行い、本市の自立支援

型地域ケア会議のあり方について検討を行いました。 

 

既に「自立支援」のための自立支援型地域ケア会議を実施している先行市を 

参考とし、本市に相応しい自立支援型地域ケア会議について検討を重ね、積極 

的に活用される会議となるよう議論を行い、本マニュアルの制定に至りました。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１５条の４８（会議） 

市町村は、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実施のために、ケ

アマネジャー、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の

関係者、関係機関及び関係団体（以下この条において「関係者等」という。）により

構成される会議（以下この条において「会議」という。）を置くように努めなければ

ならない。 

２ 会議は、被保険者への適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、被保険

者が地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行う

ものとする。 

３ 会議は、前項の検討を行うため必要があると認めるときは、関係者等に対し、資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係者等は、前項の規定に基づき、会議から資料又は情報の提供、意見の開陳そ

の他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならな

い。 

５ 会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、会議の事務

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

介護保険法（抜粋） 
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1 戸田市の地域ケア会議 
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戸田市が目指す「自立支援」 

 

戸田市では、「自立支援」を実現するために必要なサービス・支援を高齢者につなぐ

手法を「自立支援型ケアマネジメント」として推進している。 

 

ここでの「自立支援」は、単に身体機能の向上による介護保険サービスからの「卒

業」を目指すのではなく、利用者本人の「～のように過ごしたい」「～ができるように

なりたい」の実現に向けて必要な支援を行うものである。 

 

住み慣れた地域でいつまでも元気に生きがいや役割をもち、仲間づくり、地域活動

に参加し、心身機能の維持、向上を目指していく。 
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２ 「自立支援」のための地域ケア会議 
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（１）「自立支援」のための地域ケア会議とは 

高齢者の自立（介護が必要な状態の改善あるいは軽減、悪化の防止）を支援する

ため、ケアプランの作成にあたり、介護分野だけでなく、医療分野を含めた地域の

多様な専門職（リハビリテーション専門職、薬剤師、栄養士等）の助言を踏まえ、

高齢者一人一人の支援方法を検討する会議である。 

 

＜「自立支援」のための地域ケア会議のイメージ＞ 

 

（２）目的 

自立支援を達成するため、より質の高いケアマネマネジメントが提供できるよう、

多職種の専門的視点から、ケアマネジャーに対し、助言を行う。また、自立支援型

地域ケア会議をケアマネジャーのアセスメントについて振り返る契機とする。 

※自立支援型地域ケア会議は、本人の生活の向上を目指す自立支援を達成するための一手段 

（３）運営主体 

健康長寿課及び地域包括支援センター 
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（４）取り扱う事例 

総合事業対象者、要支援Ⅰ及びⅡ、要介護Ⅰ～Ⅴとする。 

※以下の項目等に該当する方を優先して実施していくこととする。 

「廃用性症候群等により悪化しているが改善の期待ができる方」 

「本人の意欲向上心が高く、多職種の専門職からの助言を必要とする方」 

（５）視点 

・アセスメントは適切に取れているか。 

・利用者の目標の実現に沿ったケアプランとなっているか。 

・自立支援に資するケアプランとなっているか。 

（６）提出書類 

【新規事例】 

①事例概要 ②事例選定理由等 ③利用者基本情報 ④介護予防サービス支援計

画書(居宅サービス計画書） ⑤基本チェックリスト ⑥課題整理シート ⑦食事

チェックシート ⑧服薬状況・口腔状態確認表 ⑨週間サービス計画書 ⑩介護サ

ービス事業所計画表 ⑪介護サービス事業所評価表 

【新規事例随時提出書類】 

①お薬手帳の写し又は薬剤情報提供書の写し ②主治医意見書 ③健康診断等の

検査データ ④サービス事業所における機能評価測定表等 

【モニタリング】 

①モニタリング報告 ②課題整理シート（事後評価記入） 

 ※初回事例概要及び会議報告書は、健康長寿課が準備 

【モニタリング随時提出資料】 

①新規事例発表後にケアプランを変更した場合は、介護予防サービス支援計画書又

は、居宅サービス計画書 

②要介護認定更新を迎えた場合は、要介護認定更新後の主治医意見書 

③内服薬の変更があった場合は、お薬手帳の写し又は薬剤情報提供書の写し 

④新規事例発表後における介護事業所の機能評価測定表等
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（７）会議参加者と役割 

参加者 役割 

司会者 健康長寿課及び 

地域包括支援センター 

※司会者以外の地域

包括支援センター職

員は、助言者として

の役割も担うことが

ある。 

○地域ケア会議の運営及びコーディネートを行う。 

※１事例あたりの検討時間をある程度意識する。 

必要に応じてタイムキーパーを用意する。 

※参加者のＯＪＴの場であることを意識する。 

※個別事例の課題解決を通じて、行政課題を把握する場であ

ることを意識する。 

○アセスメントに基づき、出席している助言者から必要なア

ドバイスを引き出す。 

〇地域包括支援センター職員は、進行または進行を補助する。 

○健康長寿課は、進行を補助する。 

助言者 歯科医師 

薬剤師 

理学療法士 

管理栄養士 

生活支援コーディネーター 

在宅医療支援センター 

コーディネーター 

※上記の専門職以外 

○助言者として、対象者の希望や生活行為の課題等を踏まえ、

各分野から自立に資する助言をする役割を担う。 

※検討する事例に応じて、生活保護や生活困窮者対策の担当

者、障害福祉の担当者、保健所、保健センター等の担当者や、

その他言語聴覚士や作業療法士等の専門職の出席を求め

る。 

事 例 提

供者 

ケアプラン作成者 

介護サービス事業者 

後方支援担当地域包

括支援センター職員 

〇事例提供者として、ケースの説明を行う。 

※介護サービス事業者については、検討する事例を支援する 

チームとして参加を依頼する。 

※かかりつけ医、かかりつけ歯科医師がいる事例について、対

象者の状態の予後予測や治療方針等について事前に確認す

るとともに、地域ケア会議での検討結果について情報共有

することが重要である。 
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傍聴人 事例提供者以外のケ

アプラン作成者、介

護サービス事業者な

ど 

 

〇事例提供の有無に関わらず「地域ケア会議」は介護保険法第 

１１５条の４８で定義されており、『地域包括支援センター又

は市町村が主催し、設置・運営する「行政職員をはじめ地域の

関係者から構成される会議」のことを言う。』という意義があ

ることから、市内の居宅支援事業所のケアプラン作成者や介

護サービス事業者等の職員が地域ケア会議に参加できるよう

配慮する。 

※傍聴人が入る場合には、個人情報の保護に留意すること。 

 

（８）事前準備 

項目 内容 

事例提供者に対し、会議資料の

提出を依頼 

４様式集に掲げる資料の提出を依頼 

※締切は、会議当日の１ヶ月前を目安に設定する。 

会議資料の受取・確認 氏名や生年月日等個人情報について、イニシャルや白

塗り等で適切に処理されているか確認を行う。また、

未記入の箇所や記載間違いのある項目について、ケア

プラン作成者に確認を行う。 

会議資料の準備 会議次第、参加者リストを作成する。 

会議資料の関係者への送付 

※当日に資料の読み込み時間

を設ける場合には省略可 

会議開催 10 日前までに会議資料を事前に関係者（助

言者）、地域包括支援センター、事例提供者（ケアプラ

ン作成者、介護サービス事業者等）に配布する。 

事前質問の受付 助言者からの事前質問を受付け、ケアプラン作成者か

ら回答を得る。回答は助言者に事前に共有のうえ、可

能な限り当日資料として傍聴人に配布する。 
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（９）会議の流れ 

（１）開会（5 分） 

①開会のあいさつ 

②自立支援型地域ケア会議について概要の説明 

③全体の流れ説明 

④資料説明 

 

（２）新規事例発表の流れ（計 30 分） 

①事例提供者（居宅介護支援事業所）からの説明（6 分） 

・事例概要、課題整理表、サービス計画書（長期目標・短期目標・課題・位置づ

けたプラン・頻度）等を参照しながら発表 

・課題整理シート（事後予測において改善の見込がある項目について、その判

断根拠を説明） について説明 

②サービス事業所からの支援方針等について説明（6 分） 

・サービス個別計画書（長期目標・短期目標・取組内容） 

・サービス状況、評価について説明 

③後方支援担当地域包括支援センター職員からの補足 

・事例選定の経緯について 

・居宅介護支援事業所からの説明の補足 

④助言者からの助言（15 分） 

・事例提供者が受けたい助言や質問したい項目に対する助言 

・助言者から事例提供者に対する質問や確認及び助言 

⑤事例提供者（居宅介護支援事業所）の感想・まとめ（3 分） 
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（３）モニタリング事例発表の流れ（計 18 分） 

①事例提供者（居宅介護支援事業所）からの説明（6 分） 

・前回の事例発表後に本人・家族に説明した内容と取組結果について報告 

・居宅サービス計画書を変更していれば変更内容について説明 

・その後の対象者等の変化について説明 

②サービス事業所から取組内容等について説明（3 分） 

・サービス事業所での取組内容について報告 

・対象者の事例発表後の変化について説明 

③助言者からの助言（6 分） 

・モニタリング後の事例について、コーディネーターが必要な助言者に意見を

求める 

④事例提供者（居宅介護支援事業所）の感想・まとめ（3 分） 

 

（４）次回 自立支援型地域ケア会議 案内 

終了 
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３ 専門職の役割 
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（１）歯科医師 

口腔状態確認表に記載された口腔状態、口腔ケア、嚥下状態等を確認し、歯科医

師の視点から必要な助言を行う。 

 

（２）薬剤師 

処方されている薬に関する情報提供（重複投薬・副作用等）及び服薬管理の観点

からの助言を行う。また、想像される症状や病状から考えられる現状や医療情報の

提供を行う。 

 

（３）理学療法士 

主に基本動作能力（立ち上がり、立位保持、歩行等）の回復や維持、悪化の防止

の観点から助言を行う。 

 

（４）管理栄養士 

日常生活を営む上で基本となる食事について、適切な栄養摂取といった観点から、

助言を行う。 

 

（５）生活支援コーディネーター 

地域にある社会資源などの介護保険外サービスの観点から、助言を行う。 

 

（６）在宅医療支援センターコーディネーター 

主に医療と介護の連携等の多職種連携や、医療機関とのコミュニケーションの観

点から助言を行う。 
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４ 様式集 
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□様式１：事例概要 
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□様式２：事例選定理由等 
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□様式３：興味・関心チェックシート 
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□様式４：基本チェックリスト 
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□様式５：課題整理シート 
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□様式６：食事チェックシート 
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□様式７：服薬状況確認票 
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□様式８：モニタリング報告 
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